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ギ
リ
ス
①

追
加
の
雇
用
対
策
案
、
発
表

―

若
者
を
中
心
に

　

政
府
は
二
〇
〇
九
年
一
二
月
、
雇

用
対
策
の
強
化
を
盛
り
込
ん
だ
白
書

「
英
国
の
回
復
の
基
礎
を
築
く―
完

全
雇
用
の
達
成
」
を
発
表
し
た
。
増

加
の
続
く
若
年
失
業
者
を
二
〇
一
〇

年
後
半
に
は
減
少
に
転
じ
さ
せ
る
こ

と
を
目
指
し
て
、若
年
層
向
け
就
業
・

訓
練
機
会
の
一
層
の
拡
充
を
図
る
ほ

か
、
二
五
歳
以
上
の
失
業
者
、
一
人

親
、
介
護
者
の
就
業
促
進
策
な
ど
に
、

一
八
カ
月
間
で
四
億
ポ
ン
ド
を
投
じ

る
内
容
。
今
後
五
年
間
で
一
〇
〇
万

人
の
雇
用
増
と
、
就
業
率
八
〇
％
の

達
成
を
目
標
に
掲
げ
て
い
る
。

　

白
書
は
、
景
気
低
迷
以
降
の
雇
用

状
況
の
悪
化
を
憂
慮
し
つ
つ
も
、
〇

九
年
末
ま
で
の
失
業
者
の
増
加
は
想

定
よ
り
も
四
〇
万
人
程
度
少
な
く
な

る
見
込
み
で
あ
る
と
し
て
、
積
極
的

労
働
市
場
政
策
や
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー

プ
ラ
ス
に
よ
る
就
業
支
援
な
ど
の
政

策
対
応
、
ま
た
労
使
協
調
に
よ
る
労

働
時
間
短
縮
や
賃
金
抑
制
な
ど
の
雇

用
維
持
の
努
力
が
奏
功
し
た
と
の
見

方
を
示
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
八
〇

年
代
や
九
〇
年
代
の
不
況
の
回
復
期

に
は
、
政
府
の
対
策
不
足
が
若
者
な

ど
の
失
業
の
長
期
化
を
招
い
た
と
述

べ
、
経
済
や
雇
用
の
回
復
か
ら
取
り

残
さ
れ
が
ち
な
層
に
向
け
た
支
援
策

の
必
要
性
を
強
調
し
て
い
る
。

　

早
急
に
実
施
の
必
要
な
施
策
と
し

て
白
書
が
挙
げ
る
対
策
の
中
心
は
、

四
億
ポ
ン
ド
の
予
算
額
の
う
ち
三
億

ポ
ン
ド
を
充
て
る
若
年
失
業
者
向
け

の
支
援
策
だ
。
核
と
な
る
の
は
、
求

職
者
手
当
の
受
給
期
間
が
六
カ
月
を

超
え
る
一
八
〜
二
四
歳
層
に
対
す
る

仕
事
、
訓
練
も
し
く
は
就
業
体
験
等

の
機
会
の
提
供
で
、
政
府
が
今
後
一

八
カ
月
間
の
目
標
と
し
て
既
に
示
し

て
い
る
三
〇
万
人
分
に
、
新
た
に
一

〇
万
人
分
以
上
を
追
加
し
、
受
給
期

間
が
一
〇
カ
月
目
を
終
え
る
ま
で
に

い
ず
れ
か
へ
の
参
加
を
義
務
付
け
る
。

ま
た
一
六
〜
一
七
歳
層
に
つ
い
て
は
、

徒
弟
訓
練
（apprenticeship

）
を

通
じ
た
企
業
の
受
け
入
れ
に
、
全
国

で
五
〇
〇
〇
人
を
上
限
と
し
て
一
人

当
た
り
二
五
〇
〇
ポ
ン
ド
を
助
成
す

る
ほ
か
、
無
業
者
（
い
わ
ゆ
る
ニ
ー

ト
）
向
け
の
基
礎
的
な
教
育
訓
練

（E
ntry to E

m
ploym

ent

）
の
機

会
を
拡
充
す
る
。
さ
ら
に
、
六
カ
月

を
超
え
て
失
業
状
態
に
あ
る
新
規
大

卒
者
に
対
し
て
は
、
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
を
含
め
た
支
援
策
の
法
制
化

を
行
う
。
こ
の
ほ
か
、
失
業
者
全
般

に
向
け
た
施
策
と
し
て
、
失
業
初
日

か
ら
起
業
を
支
援
し
、
起
業
準
備
の

期
間
に
三
カ
月
を
超
え
て
失
業
状
態

に
あ
る
者
に
週
五
〇
ポ
ン
ド
の
自
営

業
者
手
当
（self-em

ploym
ent 

credit

）
を
支
給
す
る
。
ま
た
、
専

門
職
や
五
〇
歳
以
上
の
失
業
者
に
対

し
て
は
、
専
門
家
に
よ
る
集
中
的
な

就
業
支
援
を
行
う
な
ど
、
ジ
ョ
ブ
セ

ン
タ
ー
プ
ラ
ス
を
通
じ
た
就
業
支
援

サ
ー
ビ
ス
の
質
を
向
上
さ
せ
る
と
し

て
い
る
。

　

一
方
、
中
期
的
な
課
題
と
し
て
、

福
祉
か
ら
就
労
へ
の
受
給
者
の
移
行

を
後
押
し
す
る
方
策
に
関
し
て
も
プ

ラ
ン
が
示
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
六

カ
月
を
超
え
る
全
て
の
受
給
者
に
対

し
て
、
就
業
を
通
じ
た
収
入
が
福
祉

に
よ
る
受
給
額
を
週
四
〇
ポ
ン
ド
上

回
る
こ
と
を
保
障
す
る
給
付
制
度

（B
etter off  in W

ork C
redit

）を
、

二
〇
一
一
年
一
月
を
目
途
に
導
入
す

る（
注
）と
と
も
に
、
受
給
者
の
多
く

が
併
給
を
受
け
て
い
る
住
宅
給
付
に

つ
い
て
、
就
業
へ
の
移
行
か
ら
三
カ

月
間
は
就
業
開
始
前
と
同
額
を
保
障

す
る
な
ど
の
制
度
改
正
を
検
討
す
る
。

ま
た
、
受
給
者
の
パ
ー
ト
ナ
ー
に
対

し
て
二
〇
一
二
年
四
月
ま
で
に
求
職

活
動
を
義
務
化
す
る
ほ
か
、
一
人
親
、

介
護
者
な
ど
の
受
給
者
に
は
、
就
業

が
不
利
益
に
な
ら
な
い
よ
う
な
制
度

上
の
奨
励
策
を
通
じ
て
就
業
促
進
を

図
る
。
さ
ら
に
、
子
供
を
持
つ
親
の

仕
事
と
家
庭
の
両
立
の
改
善
に
向
け

て
、
柔
軟
な
働
き
方
や
短
時
間
労
働

を
利
用
し
や
す
く
す
る
た
め
の
方
策

や
、
介
護
者
の
介
護
休
暇
取
得
の
権

利
の
拡
大
な
ど
に
つ
い
て
も
検
討
を

進
め
る
。

　

な
お
、
白
書
発
表
の
翌
日
に
統
計

局
が
公
表
し
た
雇
用
関
連
統
計
に
よ

れ
ば
、
〇
九
年
八
‐
一
〇
月
期
の
失

業
率
は
前
五
‐
七
月
期
か
ら
横
ば
い

の
七
・
九
％
、
失
業
者
数
は
二
四
九

万
一
〇
〇
〇
人
と
前
期
か
ら
二
万
一

〇
〇
〇
人
の
増
加
に
止
ま
っ
た
ほ
か
、

一
一
月
期
の
求
職
者
手
当
申
請
者
数

も
、
六
三
〇
〇
人
減
の
一
六
二
万
六

二
〇
〇
人
と
二
一
カ
月
ぶ
り
に
減
少

に
転
じ
て
い
る
。
た
だ
し
、
一
二
カ

月
超
の
申
請
者
数
に
つ
い
て
は
一
万

五
六
〇
〇
人
と
増
加
が
続
い
て
お
り
、

と
り
わ
け
一
八
‐
二
四
歳
層
で
の
増

加
率
が
高
い
。

〔
注
〕

白
書
は
、
給
付
期
間
の
上
限
に
つ
い
て
明

言
し
て
い
な
い
が
、
同
様
の
制
度
が
パ

イ
ロ
ッ
ト
実
施
さ
れ
た
際
に
は
、
週
二

五
ポ
ン
ド
の
保
障
額
で
最
長
二
六
週
間

支
給
さ
れ
た
と
し
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】

D
epartm
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各
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イ
ギ
リ
ス
②

Ｅ
Ｕ
域
外
か
ら
の
労
働
者
の

受
け
入
れ
、
さ
ら
に
厳
格
化

　

政
府
は
二
〇
〇
九
年
一
二
月
、
Ｅ

Ｕ
域
外
か
ら
の
専
門
技
術
者
の
採
用

に
先
立
っ
て
雇
用
主
に
義
務
付
け
て

い
る
国
内
の
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ

ス
で
の
求
人
（
い
わ
ゆ
る
労
働
市
場

テ
ス
ト
）
の
期
間
を
、
二
週
間
か
ら

四
週
間
に
延
長
し
た
。
移
民
政
策
に

関
す
る
諮
問
機
関
（M

igration 
A
dvisory C

om
m
ittee-M

A
C

）
の

答
申
を
う
け
た
措
置
で
、
二
〇
一
〇

年
の
実
施
が
予
定
さ
れ
て
い
た
が
、

不
況
の
影
響
か
ら
依
然
と
し
て
厳
し

い
雇
用
状
況
を
勘
案
の
う
え
、
前
倒

し
で
実
施
し
た
も
の
だ
。

　

内
務
省
は
二
〇
〇
九
年
二
月
、
不

況
に
よ
る
雇
用
状
況
の
悪
化
に
対
応

す
る
た
め
、Ｍ
Ａ
Ｃ
に
対
し
て（
一
）

専
門
技
術
者
の
受
け
入
れ
を
不
足
職

種
の
み
に
絞
る
場
合
の
経
済
へ
の
影

響
、（
二
）
移
民
労
働
者
の
被
扶
養
者

の
経
済
へ
の
貢
献
と
労
働
市
場
に
お

け
る
役
割
、（
三
）
経
済
状
況
の
変
化

へ
の
対
応
の
た
め
、
高
度
専
門
技
術

者
の
受
け
入
れ
制
度
に
つ
い
て
今
後

ど
の
よ
う
な
変
更
が
必
要
か―

―

の

三
点
を
諮
問
し
た
。
Ｍ
Ａ
Ｃ
は
八
月
、

専
門
技
術
者
の
受
け
入
れ
に
か
か
わ

る
（
一
）
と
（
二
）
に
つ
い
て
答
申

を
ま
と
め
、
政
府
は
そ
の
内
容
を
全

海
外
労
働
事
情
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面
的
に
受
け
入
れ
て
制
度
改
正
を
行

う
こ
と
を
決
め
て
い
た
。
Ｍ
Ａ
Ｃ
の

分
析
に
よ
れ
ば
、
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー

プ
ラ
ス
を
通
じ
た
求
人
の
う
ち
、
二

週
間
未
満
で
充
足
さ
れ
る
（
あ
る
い

は
取
り
下
げ
ら
れ
る
）
比
率
は
全
体

の
一
三
％
、
二
〜
四
週
間
未
満
で
は

二
〇
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
四
〜

八
週
間
未
満
は
四
割
を
占
め
て
い
る

（
１
）。

　

国
内
で
の
求
人
期
間
の
延
長
以
外

に
、
専
門
技
術
者
の
受
け
入
れ
制
度

を
め
ぐ
っ
て
Ｍ
Ａ
Ｃ
が
同
答
申
で
提

言
し
た
主
な
制
度
改
正
案
は
、
①
国

境
を
超
え
た
企
業
内
人
事
異
動
に
係

る
勤
続
期
間
要
件
を
六
カ
月
か
ら
一

二
カ
月
に
延
長
す
る
と
と
も
に
、
滞

在
許
可
に
最
高
五
年
（
二
年
の
延
長

を
含
む
）
の
年
限
を
設
け
る
こ
と
、

②
受
け
入
れ
先
企
業
で
の
年
間
の
給

与
水
準
に
関
す
る
加
点
基
準
の
下
限

を
一
万
七
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
か
ら
二
万

ポ
ン
ド
に
、
ま
た
上
位
区
分
の
基
準

も
そ
れ
ぞ
れ
引
き
上
げ
る
こ
と（
２
）

―
―

な
ど
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、

二
〇
一
〇
年
四
月
以
降
の
実
施
が
予

定
さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
Ｍ
Ａ
Ｃ
は
内
務
相
か
ら

の
諮
問
内
容
の
う
ち
、
残
る
一
点
で

あ
る
高
度
技
術
者
の
受
け
入
れ
制
度

に
つ
い
て
も
、
一
二
月
四
日
に
答
申

を
ま
と
め
た
。
制
度
改
正
案
と
し
て
、

現
行
制
度
の
要
求
す
る
大
学
院
卒
の

教
育
資
格
を
持
た
な
い
高
度
技
術
者

を
排
除
し
な
い
こ
と
を
目
的
に
、
①

相
応
の
職
業
資
格
や
一
部
の
学
部
卒

資
格
を
大
学
院
卒
の
資
格
と
同
等
と

認
め
る
こ
と
、
②
最
高
学
歴
が
学
部

卒
の
者
に
つ
い
て
も
従
前
の
給
与
に

関
す
る
基
準
の
引
き
上
げ
（
Ｍ
Ａ
Ｃ

案
‐
二
万
五
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
）
を
前

提
に
高
度
技
術
者
と
し
て
の
受
け
入

れ
を
可
能
と
し
、
ま
た
従
前
の
給
与

が
高
額（
同
‐
一
五
万
ポ
ン
ド
以
上
）

で
あ
れ
ば
、
教
育
資
格
の
有
無
を
問

わ
な
い
こ
と
、
③
年
齢
に
関
す
る
加

点
の
上
限
を
三
九
歳
ま
で
引
き
上
げ

る
こ
と―

―

な
ど
、
加
点
基
準
の
見

直
し
を
政
府
に
提
言
す
る
内
容
だ
。

同
時
に
、
④
受
け
入
れ
に
係
る
滞
在

許
可
を
現
行
の
三
年
か
ら
二
年
に
改

め
、
対
象
者
が
高
度
な
技
術
を
要
す

る
職
に
従
事
し
て
い
る
こ
と
の
証
明

を
条
件
に
三
年
の
延
長
を
認
め
る
こ

と
を
求
め
て
い
る
。

〔
注
〕

１
．
Ｍ
Ａ
Ｃ
に
よ
れ
ば
、
四
〜
八
週
間
の

比
率
が
多
い
理
由
は
、
期
間
を
指
定
し

な
い
求
人
に
つ
い
て
は
通
常
四
週
間
が

期
間
と
し
て
扱
わ
れ
る
た
め
。

２
．
予
定
さ
れ
る
給
与
水
準
に
つ
い
て
は
、

四
段
階
の
加
点
基
準
が
設
け
ら
れ
て
お

り
、
五
〜
二
〇
ポ
イ
ン
ト
が
加
算
さ
れ
る
。

Ｍ
Ａ
Ｃ
は
、
下
限
の
引
き
上
げ
と
連
動

し
て
、
二
〇
ポ
イ
ン
ト
の
基
準
を
二
万

四
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
以
上
か
ら
三
万
二
〇

〇
〇
ポ
ン
ド
以
上
に
、
ま
た
一
〇
ポ
イ

ン
ト
を
二
万
四
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
以
上
、

一
五
ポ
イ
ン
ト
を
二
万
八
〇
〇
〇
ポ
ン

ド
以
上
に
、
そ
れ
ぞ
れ
引
き
上
げ
る
こ

と
を
提
案
し
た
。

　
　

な
お
、
Ｅ
Ｕ
域
外
か
ら
の
専
門
技
術

者
の
受
け
入
れ
制
度
に
お
い
て
は
、
国

内
で
人
材
不
足
が
生
じ
て
い
る
と
認
め

ら
れ
る
職
種
の
場
合
、
国
内
で
の
求
人

義
務
が
免
除
さ
れ
る
。
Ｍ
Ａ
Ｃ
は
二
〇

〇
八
年
の
設
置
以
降
、
年
二
回
の
ペ
ー

ス
で
こ
れ
に
係
る
分
析
と
政
府
へ
の
提

言
を
担
っ
て
お
り
、
こ
の
一
〇
月
に
は
、

三
度
目
の
不
足
職
種
リ
ス
ト
案
を
政
府

に
提
出
、
政
府
は
翌
一
一
月
に
こ
れ
を

承
認
し
て
い
る
。
Ｍ
Ａ
Ｃ
に
よ
れ
ば
、

新
た
な
リ
ス
ト
は
国
内
の
雇
用
に
換
算

し
て
五
〇
万
人
分
未
満
、
Ｍ
Ａ
Ｃ
設
置

前
の
政
府
に
よ
る
リ
ス
ト
か
ら
は
半
減

で
、
〇
八
年
秋
の
Ｍ
Ａ
Ｃ
に
よ
る
初
回

リ
ス
ト
か
ら
も
、
二
〇
万
人
分
以
上
の

減
に
あ
た
る
。

【
参
考
資
料
】

U
K
 B
order A
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（
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際
研
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ア
メ
リ
カ

各
州
で
進
む
失
業
保
険
財
源

不
足
へ
の
対
応―

課
税
対
象

賃
金
や
保
険
税
率
の
引
き
上

げ
を
実
施

　

米
国
の
州
別
失
業
率
は
、
直
近
の

三
カ
月
を
見
る
限
り
横
ば
い
の
傾
向

に
あ
り
急
激
な
上
昇
は
見
ら
れ
な
い

も
の
の
、
依
然
と
し
て
高
い
水
準
に

あ
る
。
失
業
期
間
の
長
期
化
が
問
題

と
な
っ
て
お
り
、
給
付
期
間
を
満
了

し
て
し
ま
う
労
働
者
へ
の
対
応
も
と

ら
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
連
邦
政
府

は
州
政
府
の
失
業
保
険
制
度
に
対
し

て
財
政
的
な
支
援
を
強
化
し
て
い
る
。

（
弊
誌
二
〇
一
〇
年
一
月
号
参
照
）。

N
ational A

ssociation of S
tate 

W
orkforce A

gencies

（
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｗ

Ａ
）（
１
）が
発
表
し
た
『
失
業
保
険

基
金
支
払
能
力
調
査
』（
２
）に
よ
れ

ば
、
失
業
保
険
制
度
の
歳
入
に
あ
た

る
課
税
方
法
を
見
直
す
州
が
目
立
っ

て
い
る
。
す
な
わ
ち
課
税
の
対
象
と

な
る
従
業
員
一
人
当
た
り
の
賃
金
額

や
課
税
率
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に

よ
っ
て
税
収
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
を

目
的
と
す
る
対
応
が
相
次
い
で
い
る
。

二
〇
一
〇
年
に
八
つ
の
州
が
課
税
対

象
賃
金
を
引
き
上
げ
る
改
革
を
計
画

し
て
お
り
、
二
〇
の
州
に
お
い
て
保

険
税
率
の
変
更
を
予
定
、
ま
た
六
つ

の
州
で
二
つ
の
改
革
を
同
時
に
行
う

こ
と
を
計
画
し
て
い
る（
表
１
参
照
）。

　

米
国
の
失
業
保
険
の
徴
収
の
仕
方

は
、
ほ
と
ん
ど
の
州
に
お
い
て
、
使

用
者
に
対
し
て
（
三
つ
の
州
に
関
し

表１　州失業保険制度の変更（2010年）

保険税率の変更予定
（20州）

課税対象賃金変更予定の州
（8州）

右の2つの変更をともに行う州
（6州）

アラバマ、アラスカ、コロラド、ジ
ョージア、イリノイ、カンザス、メ
イン、メリーランド、マサチューセ
ッツ、ミネソタ、モンタナ、ネブラ
スカ、ニュージャージー、ニューヨ
ーク、ノースダコタ、オハイオ、オ
レゴン、ペンシルバニア、ウィスコ
ンシン、ワイオミング

アーカンソー、フロリダ、インデ
ィアナ、ロードアイランド、サウ
スダコタ、テネシー、バーモント、
ウェストバージニア

ハワイ、アイダホ、アイオワ、ル
イジアナ、ミシガン、ニューハン
プシャー

資料出所：National Association of State Workforce Agencies (NASWA)資料

表２　ハワイ州の失業保険の課税対象賃金額・税率の推移（2006年～ 2010年）

　 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

課税対象賃金（年額） $34,000 $35,300 $13,000 $13,000 $38,800 

税率
新規加入経営者 2.40% 1.90% 1.70% 1.70% 4.00%

解雇実績等による上限 5.40% 5.40% 5.40% 5.40% 5.40%

最高給付額（週当たり） $459.00 $475.00 $523.00 $545.00 $559.00 
資料出所：ハワイ州労働省ホームページ（http://hawaii.gov/labor/ui/ui-quick-facts/tax-rates-and-weekly-benefi t-amt）
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て
は
労
使
双
方
に
対
し
て
）
歳
入
庁

が
税
と
し
て
課
税
す
る
か
た
ち
を

と
っ
て
い
る
。
一
定
の
雇
用
期
間
に

対
し
て
一
定
以
上
の
賃
金
が
支
払
わ

れ
て
い
れ
ば
失
業
保
険
に
加
入
す
る

義
務
が
あ
る
。
加
入
要
件
を
満
た
し

た
場
合
、
使
用
者
は
従
業
員
一
人
一

人
に
支
払
っ
た
賃
金
の
一
定
額
に
対

し
て
税
を
支
払
う
義
務
が
生
じ
る
。

税
率
は
過
去
の
解
雇
実
績
な
ど
に
応

じ
て
使
用
者
ご
と
に
決
定
さ
れ
る
。

税
の
対
象
と
な
る
賃
金
額
や
税
率
、

加
入
要
件
は
州
に
よ
っ
て
さ
ま
ざ
ま

で
あ
る
。

　

ニ
ュ
ー
ハ
ン
プ
シ
ャ
ー
州（
３
）で

は
、
二
〇
一
〇
年
一
月
一
日
か
ら
課

税
の
対
象
と
な
る
賃
金
額
を
八
〇
〇

〇
ド
ル
（
年
額
）
か
ら
一
万
ド
ル
に

引
き
上
げ
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
ま

た
、
二
〇
一
一
年
一
月
一
日
か
ら
一

万
二
〇
〇
〇
ド
ル
へ
、
二
〇
一
二
年

一
月
一
日
か
ら
一
万
四
〇
〇
〇
ド
ル

へ
引
き
上
げ
る
こ
と
が
決
ま
っ
て
い

る
。

　

ハ
ワ
イ
州（
４
）で
は
課
税
対
象
賃

金
が
一
万
三
〇
〇
〇
ド
ル
（
年
額
）

か
ら
三
万
八
八
〇
〇
ド
ル
に
引
き
上

げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
ま

た
、
ビ
ジ
ネ
ス
を
開
始
し
た
こ
と
に

よ
り
新
規
に
失
業
保
険
に
加
入
す
る

こ
と
に
な
っ
た
経
営
者
を
対
象
と
す

る
税
率
を
一
・
七
〇
％
か
ら
四･

〇

〇
％
へ
と
引
き
上
げ
る
予
定
で
あ
る

（
表
２
参
照
）。
こ
の
改
革
に
よ
っ

て
税
収
が
六
倍
に
な
る
と
見
込
ん
で

い
る
。
そ
の
他
の
州
の
税
収
の
増
加

見
込
み
に
関
し
て
は
、
ネ
ブ
ラ
ス
カ

州
で
一
・
五
倍
（
税
率
の
引
き
上
げ

に
よ
る
効
果
）、
サ
ウ
ス
ダ
コ
タ
州

で
一
・
四
倍
（
課
税
対
象
額
を
九
五

〇
〇
ド
ル
か
ら
一
万
ド
ル
へ
引
き
上

げ
）
な
ど
が
高
く
見
込
ん
で
い
る
一

方
で
、
オ
ハ
イ
オ
州
で
は
税
率
の
引

き
上
げ
を
予
定
し
て
い
る
も
の
の
、

税
収
ア
ッ
プ
は
四
％
程
度
と
低
い
試

算
で
あ
り
、
ミ
シ
ガ
ン
州
で
は
課
税

対
象
額
・
税
率
と
も
に
引
き
上
げ
る

予
定
で
あ
る
が
、
税
収
ア
ッ
プ
は
ゼ

ロ
と
見
込
ん
で
い
る
。

　

そ
の
他
の
州
の
改
革
内
容
は
、

ア
ー
カ
ン
ソ
ー
州
で
課
税
対
象
賃
金

額
を
一
万
ド
ル
か
ら
一
万
二
〇
〇
〇

ド
ル
へ
、
フ
ロ
リ
ダ
州
で
七
〇
〇
〇

ド
ル
か
ら
八
五
〇
〇
ド
ル
へ
な
ど
、

課
税
対
象
賃
金
の
引
き
上
げ
の
平
均

は
約
三
八
〇
〇
ド
ル
と
な
っ
て
い
る
。

給
付
額
に
つ
い
て
は
、
イ
ン
デ
ィ
ア

ナ
州
、
ニ
ュ
ー
ハ
ン
プ
シ
ャ
ー
州
、

ウ
ェ
ス
ト
バ
ー
ジ
ニ
ア
州
の
三
つ
の

州
で
何
ら
か
の
形
で
の
引
き
下
げ
を

検
討
し
て
い
る
。

〔
注
〕

１
．T
he N

ational A
ssociation of 

S
tate W

orkforce A
gencies (

Ｎ
Ａ
Ｓ

Ｗ
Ａ) 

は
、
失
業
保
険
を
運
営
す
る
各

州
政
府
が
資
金
提
供
を
し
て
い
る
組
織

で
あ
り
、
労
働
市
場
や
雇
用
に
関
す
る

統
計
や
雇
用
関
連
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
に

関
連
す
る
情
報
を
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス

を

行

っ

て

い

る
（http://w

w
w
.

w
orkforceatm

.org/about.cfm

）。

２
．N

ational A
ssociation of S

tate 
W
orkforce A

gencies (N
A
S
W
A
), 

〝U
I T
rust F

und S
olvency S

urvey, 
S
um
m
ary D

ocum
ent of S

tate 
R
esponses,

〞 D
ecem

ber, 2009
(http://w

w
w
.w
orkforceatm

.org/
sections/pdf/2009/N

A
S
W
A
%
20S
ol

vency%
20S
urvey%

20S
um
m
ary%

20o

f%
20S
tate%

20R
esponses.pdf)

３
．
ニ
ュ
ー
ハ
ン
プ
シ
ャ
ー
州

D
ep
artm

en
t o
f E
m
p
lo
y
m
en
t 

S
ecurity:

h
ttp

:/
/
w
w
w
.n
h
.g
o
v
/
n
h
e
s
/

tax_rate_info.htm

４
．
ハ
ワ
イ
州T

he D
epartm

ent of 
L
abor and Industrial R

elations 
(D
L
IR
):

http://haw
aii.gov/labor/ui/ui-quick-

facts/tax-rates-and-w
eekly-benefi t-

am
t

【
参
考
資
料
】

連
邦
労
働
省
資
料
〝S
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T
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E
 

U
N
E
M
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L
O
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M
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S
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A
N
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L
A
W
S
, JA
N
U
A
R
Y
 2009,
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w
w
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w
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o
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o
v/

u
n
e
m
p
l
o
y
/
c
o
n
t
e
n
t
/
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pdf)

労
働
統
計
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資
料
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G
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N
A
L
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N
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S
T
A
T
E
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M
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O
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M
E
N
T
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N
D
 

U
N
E
M
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L
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‒ 

N
O
V
E
M
B
E
R
 2009,

〞 (http://w
w
w
.

bls.gov/new
s.release/pdf/laus.pdf)

（
国
際
研
究
部
）

ド
イ
ツ

操
短
手
当
、
二
〇
一
〇
年
も

継
続
へ

二
〇
一
〇
年
の
新
申
請
分
は
、
一

八
カ
月
の
支
給
期
間

　

ド
イ
ツ
政
府
は
、
二
〇
〇
九
年
一

一
月
二
五
日
の
閣
議
で
、
現
行
の
操

業
短
縮
（
操
短
）
手
当
制
度
を
当
初

予
定
か
ら
一
年
延
長
し
て
二
〇
一
〇

年
末
ま
で
と
す
る
決
定
を
行
っ
た
。

　

た
だ
し
、
支
給
期
間
は
現
行
の
二

四
カ
月
か
ら
一
八
カ
月
に
短
縮
さ
れ

る
。
つ
ま
り
二
〇
一
〇
年
以
降
に
申

請
を
行
う
場
合
は
支
給
期
間
が
一
八

カ
月
と
な
る
が
、
二
〇
〇
九
年
末
ま

で
に
申
請
を
完
了
す
れ
ば
二
四
カ
月

に
わ
た
り
操
短
手
当
の
受
給
が
認
め

ら
れ
る
。
今
回
の
制
度
延
長
の
閣
議

決
定
が
な
か
っ
た
場
合
、
六
カ
月
し

か
操
短
手
当
の
支
給
が
認
め
ら
れ
な

い
旧
来
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
こ
と

に
な
っ
て
い
た
。

評
価
が
あ
る
一
方
で
、
常
態
化
懸

念
の
声
も

　

今
回
の
政
府
に
よ
る
操
短
手
当
制

度
の
延
長
決
定
に
つ
い
て
、
労
使
と

も
に
「
労
働
市
場
の
安
定
化
に
貢
献

す
る
も
の
」
と
評
価
す
る
声
が
あ
る

一
方
で
、
操
短
手
当
制
度
の
延
長
に

よ
る
悪
影
響
や
制
度
の
常
態
化
を
懸

念
す
る
声
が
あ
る
。

　

ラ
イ
プ
チ
ヒ
商
工
会
議
所
の
会
頭

は
、「
不
況
時
に
必
要
な
構
造
調
整
が

遅
れ
、
操
短
手
当
制
度
の
延
長
に
よ

り
、
例
え
ば
転
職
す
れ
ば
フ
ル
タ
イ

ム
で
働
け
る
専
門
労
働
者
が
解
雇
さ

れ
な
い
ま
ま
不
本
意
に
現
在
の
企
業

の
も
と
で
短
縮
労
働
を
行
っ
て
い
る

可
能
性
が
あ
る
」
と
い
う
コ
メ
ン
ト

を
発
表
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
ド
イ
ツ
銀
行
の
セ
バ
ス
チ

ア
ン
・
ク
ブ
シ
ュ
調
査
員
は
、「
万
が

図表１　製造業における労働生産性の推移
（1人あたりの労働生産性、2007年第1四半期＝100）

資料出所：ドイツ連邦統計局、イギリス国家統計局、アメリカ労働統計局
　　　注：イギリスのみ発表月が異なるため、2007年第1四半期＝100となる月がずれている。
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一
、
操
短
手
当
制
度
が
二
〇
一
一
年

以
降
も
継
続
し
て
常
態
化
す
れ
ば
、

必
要
な
労
働
市
場
調
整
が
進
ま
ず
、

企
業
の
競
争
力
や
生
産
性
が
低
下
す

る
可
能
性
は
否
定
で
き
な
い
。
現
に

製
造
業
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ

リ
ス
、
ド
イ
ツ
の
労
働
生
産
性
の
推

移
を
み
る
と
、
ド
イ
ツ
だ
け
回
復
が

非
常
に
遅
れ
て
い
る
」
と
報
告
書
の

中
で
分
析
し
て
い
る
。

柔
軟
な
労
働
時
間
制
度
が
貢
献

　

操
短
手
当
制
度
が
失
業
対
策
に
一

定
の
効
果
を
あ
げ
て
い
る
と
い
う
評

価
の
根
底
に
は
、
ド
イ
ツ
の
労
働
時

間
口
座
制
度
の
普
及
が
あ
る
。
経
営

者
は
、
操
短
手
当
を
申
請
す
る
に
あ

た
り
、
労
働
時
間
口
座
制
度
を
活
用

し
、
有
給
休
暇
の
調
整
を
行
う
な
ど

の
手
段
を
尽
く
し
た
こ
と
を
証
明
す

る
必
要
が
あ
る
。

　

実
際
に
、
金
融
危
機
後
、
他
国
と

比
較
し
て
ド
イ
ツ
の
失
業
率
が
緩
や

か
に
推
移
し
て
い
る
要
因
に
つ
い
て
、

労
働
市
場
・
職
業
研
究
所（
Ｉ
Ａ
Ｂ
）

の
オ
イ
ゲ
ン
・
シ
ュ
ビ
ッ
ツ
ナ
ー
ゲ

ル
研
究
員
は
、
操
短
手
当
制
度
よ
り

も
、
労
働
時
間
口
座
制
度
と
フ
レ
ッ

ク
ス
タ
イ
ム
制
度
の
普
及
の
効
果
が

大
き
い
と
分
析
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ

で
は
、
コ
ア
タ
イ
ム
を
含
む
一
日
単

位
の
フ
レ
ッ
ク
ス
制
度
で
は
な
く
、

労
働
時
間
口
座
を
設
定
し
て
一
カ
月

単
位
（
ま
た
は
そ
れ
以
上
）
で
労
働

時
間
を
調
整
す
る
こ
と
が
一
般
的
に

行
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
口
座
制
度
に

よ
っ
て
残
業
分
を
プ
ラ
ス
、
早
退
を

マ
イ
ナ
ス
と
し
て
月
末
に
収
支
の
差

引
を
〇
に
す
る
方
法
で
あ
る
。
ま
た
、

季
節
に
よ
っ
て
受
注
状
況
が
大
き
く

変
動
す
る
業
種
の
場
合
、
一
年
間
単

位
で
労
働
時
間
の
収
支
を
合
わ
せ
る

こ
と
も
認
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
制

度
は
、
経
営
者
に
と
っ
て
は
残
業
代

を
支
払
う
必
要
が
な
く
な
る
と
い
う

利
点
が
あ
り
、
従
業
員
に
と
っ
て
は

景
気
の
良
い
時
に
は
残
業
時
間
を
自

分
の
「
労
働
時
間
口
座
」
に
貯
蓄
し

て
お
き
、
景
気
が
悪
く
、
労
働
時
間

が
短
縮
さ
れ
る
よ
う
な
時
に
は
、
こ

の
口
座
か
ら
残
業
時
間
分
が
差
し
引

か
れ
て
給
与
そ
の
も
の
は
減
ら
な
い

と
い
う
利
点
が
あ
る
。
つ
ま
り
、
操

短
手
当
に
は
、
労
働
時
間
口
座
制
度

が
有
効
に
機
能
す
る
と
い
え
る
。

使
用
者
連
盟
は
解
雇
規
制
緩
和
要

請
を
控
え
る
方
針

　

な
お
、
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
の
新

政
権
発
足
以
来
、
操
短
手
当
の
継
続

と
と
も
に
労
働
関
係
者
が
注
目
し
て

い
た
解
雇
規
制
緩
和
の
議
論
は
、
当

面
の
間
沈
静
化
す
る
模
様
で
あ
る
。

　

ハ
ン
デ
ル
ス
ブ
ラ
ッ
ト
紙
に
よ
る

と
、
有
識
者
の
多
く
は
政
府
と
同
様

に
「
経
済
危
機
か
ら
完
全
に
は
脱
却

し
て
お
ら
ず
、
来
年
以
降
失
業
者
が

さ
ら
に
増
え
る
可
能
性
も
あ
る
」
と

み
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
雇
用
情
勢

の
厳
し
い
見
通
し
が
続
く
中
、
ド
イ

ツ
使
用
者
連
盟（
Ｂ
Ｄ
Ａ
）の
デ
ィ
ー

タ
ー
・
フ
ン
ト
会
長
は
、
ビ
ジ
ネ
ス

誌
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
応
え
て
「
メ

ル
ケ
ル
首
相
が
解
雇
規
制
制
度
を
変

更
す
る
考
え
は
な
い
と
述
べ
て
い
る

こ
と
を
重
く
受
け
止
め
、
今
後
ふ
た

た
び
解
雇
規
制
の
緩
和
を
議
論
に
取

り
上
げ
る
つ
も
り
は
な
い
」
と
述
べ

て
い
る
。

　

今
回
の
操
短
手
当
制
度
の
継
続
に

よ
り
、
専
門
家
は
二
〇
一
〇
年
に
新

た
に
失
業
す
る
と
み
ら
れ
る
五
〇
万

人
以
上
の
労
働
者
が
一
定
期
間
解
雇

を
免
れ
る
こ
と
が
で
き
る
と
み
て
い

る
。
し
か
し
、
こ
の
間
に
発
注
状
況

の
改
善
な
ど
の
経
済
回
復
が
で
き
な

け
れ
ば
、
二
〇
一
〇
年
末
の
労
働
市

場
は
さ
ら
に
深
刻
な
状
態
を
迎
え
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

【
参
考
資
料
】

執
筆
者
の
オ
イ
ゲ
ン
・
シ
ュ
ビ
ッ
ツ
ナ
ー

ゲ
ル
（D

r. E
ugen S

pitznagel
）
氏
へ

の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
〇
九
年
一
二
月
三

日
）、
連
邦
労
働
社
会
省
Ｈ
Ｐ
、
海
外
委

託
調
査
員
月
次
報
告
、
ド
イ
ツ
銀
行
調

査
報
告
書(

〇
九
年
一
二
月
三
日)

、

H
andelsblatt

紙
（
〇
九
年
一
一
月
二
一

日
）

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス

不
法
滞
在
者
、
一
部
合
法
化

も
違
法
労
働
へ
の
罰
則
を
強

化
　

正
規
の
滞
在
許
可
証
の
発
行
を
求

め
る
サ
ン
パ
ピ
エ
（
正
規
滞
在
許
可

証
を
持
た
な
い
不
法
滞
在
者
）
労
働

者
た
ち
に
よ
る
ス
ト
ラ
イ
キ
運
動
が

広
が
り
を
見
せ
る
な
か
、
ベ
ッ
ソ
ン

移
民
相
は
二
〇
〇
九
年
一
一
月
二
四

日
、
不
法
滞
在
労
働
者
の
合
法
化
に

関
す
る
新
基
準
を
県
知
事
に
通
達
、

二
六
日
に
は
違
法
労
働
に
対
す
る
罰

則
強
化
案
を
ダ
ル
コ
ス
労
相
と
共
同

で
発
表
し
た
。

サ
ン
パ
ピ
エ
労
働
者
の
ス
ト
拡
大

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
、「
サ
ン
パ
ピ
エ
」

と
呼
ば
れ
る
正
規
の
滞
在
許
可
証
を

持
た
ず
に
不
法
に
滞
在
す
る
外
国
人

が
数
十
万
人
に
の
ぼ
り
、
そ
の
大
部

分
が
レ
ス
ト
ラ
ン
や
建
設
・
土
木
、

清
掃
の
仕
事
に
就
い
て
い
る
と
さ
れ

て
い
る
。
こ
う
し
た
サ
ン
パ
ピ
エ
労

働
者
達
が
、
合
法
化
を
求
め
て
一
〇

月
一
二
日
か
ら
派
遣
会
社
や
レ
ス
ト

ラ
ン
、
工
事
現
場
な
ど
で
ス
ト
ラ
イ

キ
を
実
行
し
た
。
移
民
支
援
団
体
や

人
権
擁
護
団
体
だ
け
で
な
く
、
Ｃ
Ｇ

Ｔ 

（
労
働
総
同
盟
）や
Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ（
民

主
労
働
同
盟
）
な
ど
の
労
組
も
ス
ト

ラ
イ
キ
を
支
持
、
そ
の
後
も
抗
議
運

動
は
拡
大
し
続
け
、
サ
ン
パ
ピ
エ
労

働
者
の
参
加
者
数
は
お
よ
そ
二
〇
〇

〇
企
業
の
五
四
〇
〇
人
に
の
ぼ
っ
た
。

不
法
滞
在
労
働
者
の
合
法
化
に
新

基
準

　

こ
れ
に
対
し
て
、
ベ
ッ
ソ
ン
移
民

相
は
、
一
一
月
二
四
日
、
不
法
滞
在

労
働
者
の
合
法
化
に
関
す
る
新
た
な

基
準
を
決
定
、
県
知
事
に
通
知
し
た
。

新
基
準
に
よ
れ
ば
、
正
規
滞
在
許
可

証
を
持
た
な
い
労
働
者
で
合
法
化
を

申
請
し
た
い
者
は
、
最
低
五
年
間
フ

ラ
ン
ス
国
内
に
滞
在
し
て
お
り
、
企

業
に
は
最
低
一
二
カ
月
雇
用
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
証
明
し
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
雇
用
主
に
よ
る
最
低
一
年
間
の

雇
用
契
約
に
関
す
る
書
類
も
揃
え
る

必
要
が
あ
る
。
さ
ら
に
、「
人
員
が
不

足
し
て
い
る
」
職
業
に
限
ら
れ
る
。

　

ベ
ッ
ソ
ン
移
民
相
は
、
不
法
滞
在

の
労
働
者
を
全
て
一
括
し
て
合
法
化

す
る
意
向
が
な
い
こ
と
を
強
調
す
る

一
方
で
、
こ
の
新
し
い
基
準
に
よ
り
、

一
〇
〇
〇
人
程
度
は
合
法
化
さ
れ
る

と
の
見
通
し
を
示
し
た
。
こ
れ
に
対

し
て
、
労
組
側
は
、「
サ
ン
パ
ピ
エ
労

働
者
た
ち
は
、
既
に
統
計
に
も
カ
ウ

ン
ト
さ
れ
て
お
り
、
ニ
ュ
ー
カ
マ
ー

で
は
な
い
」「
人
員
が
不
足
し
て
い
る

職
業
で
人
手
が
必
要
だ
と
い
う
こ
と

を
認
め
る
な
ら
ば
、
な
ぜ
そ
の
う
え

五
年
間
の
滞
在
証
明
ま
で
も
要
求
さ

れ
る
の
か
」
と
強
い
反
発
を
示
し
た
。

不
法
滞
在
者
を
雇
用
す
る
企
業
へ

の
罰
則
強
化

　

さ
ら
に
、
ベ
ッ
ソ
ン
移
民
相
は
、

一
一
月
二
六
日
、
不
法
滞
在
の
労
働

者
を
雇
用
す
る
企
業
に
対
す
る
罰
則

強
化
案
を
ダ
ル
コ
ス
労
相
と
共
同
で
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発
表
し
た
。
同
案
に
は
、
不
法
滞
在

の
労
働
者
対
策
だ
け
で
な
く
、
社
会

保
険
料
や
所
得
税
の
支
払
い
を
免
れ

る
こ
と
を
目
的
と
す
る
届
け
出
の
な

い
就
労
や
虚
偽
の
届
け
出
に
よ
る
就

労
、
研
修
生
と
し
て
採
用
し
て
賃
金

を
低
く
抑
え
る
な
ど
と
い
っ
た
特
別

な
就
労
形
態
の
乱
用
へ
の
対
策
も
含

ま
れ
て
い
る
。

　

こ
の
罰
則
強
化
策
が
実
行
さ
れ
た

場
合
、
労
働
許
可
証
を
持
た
な
い
外

国
人(

滞
在
許
可
証
を
持
た
な
い
外

国
人
や
滞
在
許
可
証
は
所
持
し
て
い

る
も
の
の
労
働
許
可
を
得
て
い
な
い

外
国
人)

労
働
者
を
雇
用
す
る
な
ど
、

雇
用
に
関
す
る
不
正
行
為
が
認
め
ら

れ
た
企
業
は
、
県
知
事
に
よ
り
強
制

的
に
閉
鎖
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま

た
、
各
種
の
公
的
手
当
受
給
権
を
五

年
間
停
止
、
前
年
度
受
給
し
た
公
的

手
当
の
返
還
、
賃
金
労
働
者
の
数
に

比
例
し
た
罰
金
の
割
増
な
ど
も
求
め

ら
れ
る
。
な
お
、
こ
う
し
た
企
業
の

不
正
行
為
の
た
め
に
職
を
失
う
こ
と

に
な
る
賃
金
労
働
者
（
労
働
許
可
書

を
持
た
な
い
外
国
人
労
働
者
）
に
対

し
て
は
、
企
業
が
補
償
金
と
し
て
六

カ
月
分
（
現
行
で
は
一
カ
月
分
）
の

賃
金
を
支
払
う
こ
と
に
な
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
Ｃ
Ｇ
Ｐ
Ｍ
Ｅ
（
中

小
企
業
総
連
盟
）
は
、
不
法
滞
在
者

で
あ
る
と
知
り
な
が
ら
雇
用
す
る
使

用
者
へ
罰
則
を
科
す
こ
と
は
基
本
的

に
賛
成
で
あ
る
が
、
中
小
企
業
の
経

営
者
は
、
偽
造
の
証
明
書
を
見
抜
く

専
門
家
で
は
な
く
、
不
法
滞
在
者
と

は
知
ら
ず
に
雇
用
す
る
場
合
も
あ
り
、

様
々
な
状
況
へ
の
配
慮
な
し
に
、
罰

則
を
一
律
に
設
定
す
る
こ
と
は
公
平

で
は
な
い
と
す
る
見
解
を
示
し
た
。

不
法
滞
在
の
労
働
者
に
対
す
る
国

民
の
意
識

　

こ
う
し
た
な
か
、
調
査
会
社Ifop

が
一
一
月
二
六
日
と
二
七
日
の
二
日

間
に
わ
た
り
、
フ
ラ
ン
ス
に
居
住
す

る
一
八
歳
以
上
の
九
五
五
人
を
対
象

に
、
不
法
滞
在
の
労
働
者
に
対
す
る

国
民
の
意
識
に
つ
い
て
電
話
調
査
を

実
施
し
た
。
調
査
結
果
に
よ
る
と
、

七
八
％
が
、「
不
法
滞
在
の
労
働
者
は

フ
ラ
ン
ス
経
済
に
と
っ
て
重
要
な
役

割
を
果
た
し
て
い
る
」
と
考
え
て
お

り
、
六
四
％
が
「
不
法
滞
在
の
労
働

者
を
状
況
に
応
じ
て
、
合
法
化
す
べ

き
」、
二
四
％
が
「
全
て
の
不
法
滞

在
労
働
者
を
合
法
化
す
べ
き
」
で
あ

る
と
回
答
し
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
で

は
、
失
業
率
は
高
い
も
の
の
、
重
労

働
と
さ
れ
る
建
設
・
土
木
業
、
清
掃

業
や
レ
ス
ト
ラ
ン
で
は
、
慢
性
的
な

労
働
力
不
足
が
続
い
て
お
り
、
不
法

滞
在
者
の
多
く
が
こ
う
し
た
産
業
で

就
労
し
て
い
る
。
今
回
の
調
査
結
果

の
背
景
に
は
、「
不
法
滞
在
の
労
働
者

は
フ
ラ
ン
ス
経
済
に
大
き
な
影
響
を

与
え
て
い
る
」
と
す
る
国
民
の
認
識

が
あ
る
と
さ
れ
る
。

ナ
シ
ョ
ナ
ル
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ

に
関
す
る
議
論

　

現
在
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、「
ナ
シ
ョ

ナ
ル
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
に
関
す
る

議
論
」
と
題
す
る
討
論
会
が
全
国
各

地
で
開
催
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、

ベ
ッ
ソ
ン
移
民
相
の
「
ナ
シ
ョ
ナ
ル

ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
価
値
や
、
フ

ラ
ン
ス
人
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て

大
々
的
な
討
論
を
し
た
い
」
と
い
う

一
〇
月
二
六
日
の
発
言
か
ら
始
ま
っ

た
も
の
で
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
も

特

別

サ

イ

ト
（http://w

w
w
.

debatidentitenationale.fr/

）

を

設
け
て
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

同
サ
イ
ト
に
は
、
一
二
月
初
旬
の

段
階
で
、
四
万
件
以
上
の
書
き
込
み

が
な
さ
れ
、
ベ
ッ
ソ
ン
移
民
相
は｢

成
功
し
て
い
る｣

と
満
足
の
意
を
表

明
し
て
い
る
が
、「
移
民
差
別
に
つ
な

が
る
」「
過
度
の
愛
国
主
義
を
煽
る
恐

れ
が
あ
る
」「
フ
ラ
ン
ス
人
と
し
て
の

ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
を
決
め
る
の
は

政
治
権
力
で
は
な
い
」「
来
春
の
地
方

選
挙
で
極
右
派
の
指
示
を
得
る
た
め

に
過
ぎ
な
い
」
と
す
る
意
見
も
多
い
。

　

議
論
は
、
一
月
三
一
日
ま
で
実
施

さ
れ
、
結
果
は
、
二
月
四
日
の
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
で
発
表
さ
れ
る
予
定
で
あ

る
。

【
参
考
資
料
】

労
働
・
社
会
関
係
・
家
族
・
連
帯
省
発
表

資

料
（C
om
m
ission N

ationale de 
lutte contre le T

ravail Illéga , 
Jeudi 26 novem

bre 2009

）

移
民
・
同
化
・
国
民
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
・

開

発

省

発

表

資

料

（C
O
M
M
U
N
IQ
U
E

：

E
r
ic 

B
E
S
S
O
N
 lance un grand débat sur 

l

’identité nationale, le 26 octobre 
2009/ E

ric B
E
S
S
O
N
 ouvre le 

grand
 d
éb
at su

r l

’id
entité 

nationale, le 2 novem
bre 2009

）

L
e M
onde(

二
〇
〇
九
年
一
〇
月
二
六
日
、

二
八
日
、
二
九
日
、
一
一
月
一
八
日
、

二
三
日)

L

’H
um
anité(

二
〇
〇
九
年
一
一
月
三
〇

日)

（
国
際
研
究
部
）

韓
国

外
国
人
労
働
者
受
入
れ
制
度

の
一
部
改
正

　
「
外
国
人
労
働
者
雇
用
関
係
法
」

が
一
部
改
正
さ
れ
、
外
国
人
労
働
者

の
滞
在
制
限
な
ど
が
緩
和
さ
れ
た
。

労
働
部
が
二
〇
〇
九
年
一
二
月
九
日

発
表
し
た
と
こ
ろ
に
よ
る
と
、
主
な

変
更
点
は
①
Ｓ
Ｍ
Ｅ
（
中
小
企
業
）

を
対
象
に
し
た
外
国
人
労
働
者
の
よ

り
安
定
的
な
雇
用
の
た
め
の
改
善
②

事
業
主
が
労
働
者
を
よ
り
安
定
的
に

雇
用
で
き
る
よ
う
に
な
る
た
め
の
就

労
場
所
の
変
更
に
対
す
る
制
限
の
緩

和―
―

の
二
点
。

同
一
労
働
者
の
継
続
雇
用
が
可
能

に
　

こ
れ
ま
で
は
、
事
業
主
が
就
労
許

可
期
間
（
三
年
間
）
を
過
ぎ
た
外
国

人
労
働
者
を
再
雇
用
し
よ
う
と
す
る

場
合
、
そ
の
労
働
者
は
少
な
く
と
も

一
カ
月
間
母
国
へ
帰
国
し
そ
の
あ
と

韓
国
に
再
入
国
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。

し
か
し
改
正
後
は
、
そ
の
よ
う
な
中

断
措
置
な
し
に
外
国
人
労
働
者
を
さ

ら
に
最
長
二
年
間
継
続
的
に
雇
用
で

き
る
。
ま
た
、
こ
れ
ま
で
訪
問
就
業

者
（
Ｈ―

２
ビ
ザ
保
有
者
）
を
再
雇

用
す
る
方
法
は
な
か
っ
た
が
、
今
後

は
事
業
主
が
彼
ら
の
再
雇
用
を
申
請

す
れ
ば
、
こ
れ
ら
の
労
働
者
も
二
年

間
延
長
し
て
就
労
す
る
こ
と
が
で
き

る
よ
う
に
な
る
。
改
正
さ
れ
た
再
雇

用
シ
ス
テ
ム
の
お
か
げ
で
、
事
業
主

が
中
断
措
置
な
し
に
同
一
労
働
者
を

安
定
的
に
雇
用
で
き
る
の
で
、
生
産

性
の
向
上
が
期
待
さ
れ
、
ま
た
外
国

人
労
働
者
の
側
も
韓
国
に
再
入
国
す
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る
た
め
の
航
空
運
賃
の
負
担
が
な
く

な
る
。
ま
た
新
し
い
再
雇
用
シ
ス
テ

ム
は
、「
証
明
書
類
の
あ
る
労
働
者
を

雇
用
す
る
事
業
主
の
み
に
対
し
て
適

用
さ
れ
る
」
と
し
て
い
る
た
め
、
事

業
主
に
よ
る
合
法
的
な
雇
用
手
続
き

の
遵
守
を
後
押
し
す
る
も
の
と
期
待

さ
れ
て
い
る
。

就
労
場
所
に
関
す
る
制
限
の
緩
和

　

ま
た
、
避
け
ら
れ
な
い
事
由
に
よ

り
就
労
場
所
を
変
更
せ
ざ
る
を
え
な

い
外
国
人
労
働
者
に
対
す
る
保
護
措

置
も
改
善
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
就

労
場
所
の
変
更
が
、
労
働
者
の
責
任

に
帰
す
こ
と
の
で
き
な
い
企
業
の
操

業
の
中
断
あ
る
い
は
事
業
閉
鎖
に
起

因
す
る
変
更
で
あ
る
場
合
、
そ
れ
は

「
就
労
場
所
の
変
更
は
三
回
に
限
る
」

と
い
う
制
限
に
抵
触
し
な
い
と
し
た
。

外
国
人
労
働
者
の
責
任
に
帰
す
こ
と

の
で
き
な
い
事
業
の
中
断
ま
た
は
閉

鎖
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
は
就
労
場
所
の

変
更
と
し
て
は
取
り
扱
わ
れ
な
い
こ

と
に
な
る
。
ま
た
こ
れ
ま
で
は
、
外

国
人
労
働
者
が
就
労
場
所
の
変
更
を

申
請
す
る
と
き
、新
し
い
仕
事
を「
二

カ
月
以
内
」
に
見
つ
け
る
必
要
が

あ
っ
た
が
、
こ
の
期
間
が
「
三
カ
月

以
内
」
に
延
長
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
は

避
け
ら
れ
な
い
事
由
に
よ
り
就
労
場

所
を
変
更
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た

外
国
人
労
働
者
を
よ
り
一
層
保
護
す

る
た
め
の
改
善
策
で
あ
る
が
、
他
方

で
外
国
人
労
働
者
の
頻
繁
な
就
労
場

所
変
更
か
ら
生
ず
る
問
題
を
防
止
す

る
た
め
、
就
労
場
所
変
更
申
請
者
に

対
し
て
就
労
場
所
の
文
化
や
同
一
就

労
場
所
に
長
期
間
と
ど
ま
る
こ
と
の

メ
リ
ッ
ト
に
関
し
て
の
教
育
も
行
う

と
し
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】
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労
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Ｉ
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（
国
際
研
究
部
）

中
国
①

失
業
保
険
基
金
の
活
用
策
、

雇
用
維
持
に
奏
効

　

中
国
の
政
策
当
局
は
、
金
融
危
機

以
降
、
雇
用
動
向
に
対
し
て
は
楽
観

論
を
戒
め
て
き
た
が
、
失
業
保
険
基

金
を
活
用
し
た
一
連
の
雇
用
維
持
政

策
に
つ
い
て
は
一
定
の
効
果
を
見
せ

て
い
る
と
評
価
し
て
い
る
。

　

人
的
資
源
・
社
会
保
障
部
は
、
財

政
部
お
よ
び
税
務
総
局
と
共
同
で
金

融
危
機
後
の
二
〇
〇
八
年
末
、
経
済

的
打
撃
を
受
け
た
企
業
が
人
員
削
減

を
実
施
し
な
い
よ
う
に
失
業
保
険
基

金
を
活
用
し
た
政
策
を
打
ち
出
し
た
。

こ
の
政
策
の
中
で
最
重
要
の
柱
は

「
ポ
ス
ト
安
定
化
助
成
」
と
呼
ぶ
人

員
維
持
策
で
、
総
額
で
約
四
〇
億
元

の
支
出
に
よ
っ
て
約
一
万
四
〇
〇
〇

社
の
企
業
が
助
成
を
受
け
、
そ
の
結

果
、
約
四
〇
〇
万
人
の
従
業
員
の
雇

用
が
安
定
化
し
た
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
失
業
保
険
料
の
支
払
い
猶
予

措
置
（
三
・
八
億
元
）
に
よ
り
七
一

一
〇
社
の
企
業
、
失
業
保
険
の
徴
収

料
引
き
下
げ
に
よ
り
約
一
四
五
万
社

の
企
業
が
恩
恵
に
浴
し
た
と
し
て
い

る
。

　

人
的
資
源
・
社
会
保
障
部
の
張
部

長
は
、「
こ
の
政
策
が
な
け
れ
ば
、
こ

れ
ら
四
〇
〇
万
人
の
従
業
員
の
う
ち

半
分
以
上
が
仕
事
を
失
っ
て
い
た
だ

ろ
う
。
そ
の
影
響
で
都
市
部
の
失
業

率
は
さ
ら
に
上
昇
し
て
い
た
も
の
と

思
わ
れ
る
」
と
コ
メ
ン
ト
し
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

海
外
委
託
調
査
員
、『
中
国
労
働
保
障
報
』

（
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
二
八
日
、
一
一

月
七
日
）

（
国
際
研
究
部
）

中
国
②

留
学
経
験
者
の
起
業
を
支
援

―

『
留
学
経
験
者
の
帰
国
起
業
始
動

支
援
計
画
の
実
施
に
関
す
る
意
見
』

を
発
表

　

人
的
資
源
・
社
会
保
障
部
は
先
ご

ろ
、『
留
学
経
験
者
の
帰
国
起
業
始
動

支
援
計
画
の
実
施
に
関
す
る
意
見
』

の
中
で
留
学
経
験
者
の
起
業
支
援
策

を
発
表
、
帰
国
後
起
業
し
た
者
に
最

高
で
五
〇
万
元
の
資
金
サ
ポ
ー
ト
を

実
施
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

　
『
意
見
』
に
よ
る
と
、「
今
後
中
国

が
急
速
に
発
展
さ
せ
る
必
要
が
あ
る

分
野―

―

電
子
情
報
、
バ
イ
オ
医
薬
、

新
素
材
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー―

―

と

い
っ
た
ハ
イ
テ
ク
産
業
お
よ
び
金
融
、

物
流
、
情
報
、
商
務
と
い
っ
た
現
代

的
な
サ
ー
ビ
ス
産
業
を
優
先
的
に
サ

ポ
ー
ト
す
る
こ
と
が
同
計
画
の
目
的
。

政
府
か
ら
資
金
を
投
入
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
社
会
か
ら
の
投
資
を
導
き
出

し
、
留
学
経
験
者
の
起
業
に
良
好
な

環
境
を
作
り
出
す
こ
と
に
注
力
す
る
。

専
門
的
な
素
養
が
高
く
、
技
術
的
な

将
来
性
が
あ
り
、
海
外
と
の
つ
な
が

り
が
広
く
、
国
際
的
な
規
則
に
精
通

し
た
留
学
帰
国
者
を
活
用
す
る
こ
と

に
よ
り
、
現
代
的
な
経
営
能
力
を
持

つ
人
材
を
育
成
し
た
い
。
同
計
画
に

よ
り
、
全
体
的
な
自
主
的
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
能
力
を
高
め
、
産
業
構
造
の

改
善
を
推
進
し
、
革
新
的
競
争
力
を

具
え
た
産
業
を
発
展
さ
せ
る
」
と
し

て
い
る
。

　

同
計
画
の
財
源
は
、
人
的
資
源
・

社
会
保
障
部
の
事
業
予
算
と
し
て
管

理
さ
れ
、
留
学
経
験
者
が
設
立
し
た

企
業
に
用
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

人
的
資
源
・
社
会
保
障
部
の
審
査
で

重
点
的
起
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
認
定

さ
れ
た
場
合
は
起
業
支
援
金
五
〇
万

元
が
、
ま
た
優
秀
起
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
と
認
定
さ
れ
た
場
合
は
、
起
業
支

援
金
二
〇
万
元
が
起
業
家
に
対
し
支

給
さ
れ
る
。

　

な
お
、
同
措
置
に
関
連
す
る
地
方

政
府
は
相
応
の
資
金
を
拠
出
し
て
こ

れ
を
サ
ポ
ー
ト
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
し
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

海
外
委
託
調
査
員
、
人
的
資
源
・
社
会
保

障
部

（
国
際
研
究
部
）


